
 

 本日、第101回定期中央大会 

 大会代議員の方は忘れずに出席下さい。 

 分会などで出された意見、質問 
○福島や原発のことを研対委員会で話し合うのはいいが、福島支援本部での予算の使い方などにも

意見するような、ある程度の具体性が必要だろう。労組での話し合いの方向性が漠然としていて

はいけないと思う。 
○給与の引き下げは仕方ないのかも。 
○定期大会の開催を土曜日、日曜日の午前中半日とかに出来ないか？平日だと仕事の都合で休めな

いので参加が困難。 
○福島支援本部に組合員が異動になったら、労組の福島支部を作るのか？ 
○研究員・技術員認定問題について、未認定28名の研究員・技術員の割合を知りたい。 
○研究員・技術員未認定の 28 名の中に組合員はいないと、以前のあゆみ速報に記載があった。こ
ういうことをアピールすれば加入したい人が増えるのではないか。 
○研究員・技術員に認定されるための基準を公表させることはできないのか？基準が分かれば、認

定されることを目指している人のモチベーションも上がると思う。 
○組合加入の推進では、組合に加入することのメリットを強調するべき。実利がないと加入は増え

ないと思う。 
○原子力はエネルギー源としてパワーが大きい。順調に動けばよいが不調になると危険も大きい。 

除染にもかかわっているが、多くの住民がもやもやの中で生活している。子供や幼児を持つ人も

不安は大きい。 
○原子力は導入する必要はなかった。原爆の正当化に使われたのではないか。原子力がなければ別

の世界になっていた。今後どうするかだが、このような事態になったので、これを乗り越える対

応が可能なら、将来の可能性がなくもない。今やめても残っているものの処理はわれわれの責任。 
 不幸なことだが、全国民が考えることになったのはよいことと思っている。 
○設置自治体は利益を得るところはあっても、周辺は利益がなくて事故の被害だけ受けている。 
○SPEEDIが使われなかった。 
○被曝労働が気になる。プラントのためにはやむを得ないかもしれないが、社会哲学、社会科学と

して被曝労働をさせることにいかなる正義があるのか？当事者だからやれというのは暴力的。放

射線障害は、有害の性質が非確定的なものがあるため、補償などがきちんとされない恐れもある。 

○被害に対し、都市生活者は金で済ませればよいと思うかもしれないが、農業など、これでやって

いこうと思った人にとってすまない。補償に大きなコストがかかる。社会的にそのようなコスト

をかけるメリットが原子力にあるのか？ 
○山林の汚染どうするのだろうか？福島は林業も盛ん。多くの人が仕事がなくなりぶらぶらしてい

るのは大変なこと。 
○基礎工では、除染技術を開発している。技術を確立し、実施者に移し渡したい。 
○事務手続き効率が大変悪い。変に煩雑なほうにばかり行く。単年度主義の弊害も大きい。 
○議案書の内容に変化がないのが不満。議案書に、福島対応に対する労組のこれまでの活動内容、

意見をもっと記載するべき。 
○講演会等で委員長や書記長が招かれて話をしているようだが、その内容を知りたい。組合員にも

知らせるべき。「いつ、どこで、誰が、何を話したか」知りたい。労組の肩書きで話をしている

ときは尚更そうするべき。 
○福島の件について、労組の意見、活動方針をもっと明確にすべき。 
○加入者、脱退者の年齢層とその理由。 
○定年延長はどうなっているのか。50歳以降の賃金はどのように変わるのか。 
○現在の原子力に係る問題を明確にすべき。 
○推進する立場にいてこのような状況を作り出しておいて、「再度やらせてくれ」とは私の口から

はいえない。国民に判断を委ねるしかない。 
○アンケートをやってみて欲しい、労組は考えると言っているが、イエス・ノーをはっきりすべき。 
○事故報告を労組として出すべき、NRC が出来た背景を推察し、日本における規制機関の在り方
を示したい。 
○震災を考えれば地層処分は止めるべき。 
○原子炉の寿命を定量化できないか。 
○人事評価は、見直しが必要（形骸化、形式化している）、またサイクル研では、つまらないルー

ルが多すぎる。 
○労組のホームページを充実してほしい。 
○一時金の減少率に関して公務員並みになってきているとのことだが機構としては公務員と同等に

したいと言うことなのか？ 
○公務員の一時金の最近の傾向はどのようになっているのか？ 
○福島事務所が設置されているがその中の業務内容が見えてこない。 
○事務所は現在の場所以外に設立予定なのか？現在の建物では到底 500 人規模で働けるスペース
はない。 
○福島支援本部に派遣になる人員の選定は進んでいるのか？ 
○福島支援事務所に派遣された場合の業務内容はどうなっているのか？ 
○事務所が福島大学内に出来るという話を聞いているがその後どうなったのか？ 
○交通費、ガソリン代の支給額の改定は無いのか？ 
○出張の際の交通費についてどこから支給されるのかをはっきりさせたい。（最寄りのバス停から

支給されるのか、もしくは最寄りの駅からしか支給されないのか） 

原研労組に加入し、労働条件の改善と働きがいある職場を、ともにめざしましょう。  URL http://orange.zero.jp/genkenrouso.wing/  E-mail genkenrouso@muse.ocn.ne.jp  （ 内線Tel. 81-5413, 81-5414 ） 
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 大会期日：2011年9月9日（金）13:30～16:30 

 開催場所：村松コミュニティセンター（東海村） 

2階 会議室 


